
１．日本における大都市化 資料1

1-1 大都市の拡大は、戦後の現象
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出典：鬼頭宏(2007)「図説 人口で見る日本史 縄文時代から近未来社会まで」



資料2

1-2 戦後発展の中で、大都市は地方から人口を吸収
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資料：住民基本台帳人口移動報告年報（総務省統計局）



資料3

1-3 明治以前は、農業が中心で、地方の人口が多かった

明治13年 21年 41年 大正14年 昭和20年 40年 60年 平成17年

都道府県人口の推移
（単位：万人）

(1880) (1888) (1908) (1925) (1945) (1965) (1985) (2005)

秋 田 62 68 87 94 121 128 125 115

山 形 68 74 89 103 133 126 126 122

新 潟 155 166 177 185 239 240 248 243

富 山

183

75 75 75 95 103 112 111

石 川 74 75 75 89 98 115 117

福 井 59 61 60 72 75 82 82福 井 59 61 60 72 75 82 82

鳥 取
104

39 43 47 56 58 62 61

島 根 69 72 72 86 82 79 74

全 国 3 593 3 963 4 932 5 974 7 200 9 827 12 105 12 777全 国 3,593 3,963 4,932 5,974 7,200 9,827 12,105 12,777

東 京 96 135 268 449 349 1,087 1,183 1,258

神 奈 川 76 92 109 142 187 443 743 879

愛 知 130 144 179 232 286 480 646 725

京 都 82 87 110 141 160 210 259 265

大 阪 110 124 195 306 280 666 867 882

兵 庫 139 151 189 245 282 431 528 559

福 岡 110 121 164 230 275 396 472 505
資料：明治13年「日本帝国統計年鑑（統計院）」、明治21年以降「日本の長期時系列統計（総務省統計局）」



資料4

2-5 江戸時代からの埋立事業により、東京は発展

東京港の変遷（江戸〜現代）1590年頃の江戸

1636年頃の江戸

資料：国土交通省東京港湾事務所ＨＰ
資料：「幻の江戸百年（筑摩書房）｣ 鈴木理生 著

東京都地質調査業協会 技術ノート（№３７）



資料5

2-6 工業地帯では、臨海部の埋立により基盤を整備

大阪湾の埋立 伊勢湾の埋立 東京湾の埋立

資料：国土交通省近畿地方整備局ＨＰ
国土交通省中部地方整備局「伊勢湾環境データベース」
「平成１９年版首都圏白書（国土交通省）」



資料6

1-4 日本の都市化は、首都圏への急速な人口一極集中
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資料：国際連合「World Urbanization Prospects : The 2007 Revision Population Database」



２．社会インフラ整備と都市化 資料７

2-1 江戸時代は船が主要な輸送手段

北前船の航路北前船の航路
（西回りルート）



資料8

2-2 明治になって、鉄道網は太平洋側の都市部から整備

引用：ジェトロ アジア経済研究所 デジタルアーカイブス『「日本の経験」を伝える』から
交通・運輸 単行書NO.11 第３章 鉄道優先時代の交通・運輸 第２図 鉄道国有化直前（1906（明治39年）年９月の鉄道網
http://d-arch.ide.go.jp/je_archive/society/another_win/unu_jpe6_d4_p062_z02.html



資料9

2-3 戦後、高速道路は太平洋側の大都市周辺から整備

高速道路
空白地



資料10

2-4 新規産業の立地には、高速道路が不可欠

インターチェンジからの距離別 高速道路整備と工業立地の関係
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19%
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69%

資料：「日本の道路2001（国土交通省）」



資料11

2-7 諸外国に比べて遅れている道路整備水準（１）

高速道路などの車線別延長（ストックの比較）

ラン

ドイツ

（2001年）

フランス（2000年）

日 本

（2005年）

2車線 4車線 6車線以上 平均車線数 ※2車線は1～3車線、4車線は4～5車線
※日本の規格の高い道路は、高規格幹線道路、地域高規格幹線道路等自専道

日 本（2005） 2,998.8km 6,630.5km 803.0km 3.6車線

ド イ ツ（2000） 102.6km 9,053.4km 2,273.1km 4.4車線

フランス（2001） 43.4km 7,764.0km 1,918.3km 4.4車線

※ドイツの規格の高い道路は、アウトバーン
※フランスの規格の高い道路は、オートルート
※出典：日本 ― 平成17年度道路交通センサス、全国デジタル道路地図データベース標準

ドイツ ― Strassenverkehrszaehlung2000、欧州デジタル道路地図2001
フランス ― HISTOF92 、欧州デジタル道路地図2001



資料12

2-8 諸外国に比べて遅れている道路整備水準（２）

道路ネットワーク比較（制限速度60km/h以上）

フランス日 本 ド イ ツ フランス日 本 ド イ ツ

イタリアイギリス
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2-9 地方の高速道路の整備に、やっと順番が回ってきた
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資料14

2-10 道路・下水道・情報通信など、地方のインフラ整備に遅れ

20
生活基盤の整備格差（島根県と全国平均との差）
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資料15

2-11 都市と地方の所得格差は、近年再び拡大する傾向

180

島根県 上位 位 県

１人当たり県民所得
（全国平均を100とした指数）

東京都 165.0 

160

島根県・上位下位３県

140

愛知県 120.1 

静岡県 116.0 

120
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80

100

110 上長崎県 73.9 

宮崎県 73.6 

沖縄県 71.5 

60

80 110以上

100以上
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資料：国民経済計算・県民経済計算（内閣府）



資料16

2-12 法人関係税を始めとして、地方税の税源は都市部に集中
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資料17

2-13 税源の偏在を地方交付税制度や補助金で調整

【地方交付税制度の意義】

○国が地方に代わって徴収する地方税（地方の固有税源）

国の地方財政計画で交付税総額が決定

地方税

○地方公共団体間の財源の不均衡を調整（財源調整機能）

○どの地域でも一定の行政サービスを確保（財源保障機能）
全国の地方団体総体で

必要な歳入を国が積算

所得税 32％
法人税 34％

国税の一定割合
（交付税率）

交
付
税
及
び

国の算定ルールで各都道府県・市町村に配分

単位費用(法定)×測定単位(人口・面積等)×補正係数(寒冷度等)

地方交付税

法人税 34％
消費税 29.5％
酒 税 32％
たばこ税 25％

①基準財政需要額

び
譲
与
税
配
付 ①需 額 ②収 額

国庫支出金
留保
財源

②基準財政収入額
普通

交付税
不足する場合は、
一般会計からの
加算等で対応

付
金
特
別
会
計

①需要額－②収入額

地方債

（臨時財政対策債）

加算等で対応 計

標準税収入見込額×基準税率（７５％）

各地方団体が借入
※収入額が需要額を超える場合は不交付（東京都など）
※地方交付税のうち６％は特別交付税（別の方法で配分）

税収不足の中で
個別の地方団体

その他

各地方団体が借入
（後年度交付税措置）

※地方交付税のうち６％は特別交付税（別の方法で配分）
個別の地方団体
も借入で対応



３．地方の役割 資料18

3-1 豊かな自然の中で米や野菜が生産され、都市に供給

300

（％） 都道府県別食料自給率（Ｈ18年度 生産額ベース）
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資料19

3-2 地方に豊かな自然がある －森林は地球温暖化対策で重要な役割

1500
（千t-C）※ ＣＯ２排出削減目標と森林によるＣＯ２吸収効果

1000

CO2排出削減目標（注１）

CO2森林吸収分（注２）

差引：CO2排出削減余剰量 …プラスの県は森林の吸収のみで目標達成が可能
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注１ 1990年の都道府県別のCO2排出量に、国の削減目標である６％を乗じて算出
注２ 京都議定書で認められた国全体の森林吸収効果(3.8％ 13百万炭素トン)を

1990年から2005年の間の都道府県別の森林蓄積量（森林計画対象森林におけ
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1990年から2005年の間の都道府県別の森林蓄積量（森林計画対象森林におけ
る立木の材積）の増加分から按分して算出

資料：環境省「新地方公共団体実行計画策定マニュアル等改訂検討会 第２回検討会（Ｈ20年10月27日開催）」の配布資料「室田委員資料：47都道府県別ＣＯ２排出量の推計」
農林業センサス（平成２年、平成17年） 森林蓄積量（森林計画対象）

※t(トン)-c 二酸化炭素を炭素換算で表示した重量



資料20

3-3 発電所は主に地方に立地し、都市に電力を供給
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京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県

認可出力

使用電力

高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

0 2 4 6 8 10 資料：国土交通省国土計画局
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1-5 都市化により、出生率も低下

5.0

主要国の合計特殊出生率の推移

4 0

4.5

3.5

4.0

2.5

3.0

アメリカ 2.04  
フランス 1.92  
イギリス 1.84  

スウェーデン 1.77  

2.0

ドイツ 1.34  

ウ デ

韓国 1.14  
日本 1.26  

1.0

1.5

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 20051950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

資料:国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2009」、韓国統計庁資料



４．地方の豊かさ 資料22

4-1 地方は子育てがしやすい4 1 地方は子育てがしやすい

沖縄
1.8

合計特殊出生率と人口増減率(過去50年間)

沖縄
1.8

合計特殊出生率と人口集中地区人口比率

沖縄

1.75

70%
1.7

上段 合計特殊出生率
下段 人口増減率

沖縄

1.75

66%
1.7

上段 合計特殊出生率
下段 人口集中地区人口比率

島根

1.53

▲20%1.5

1.6

Ｈ
１

島根

1.53

24%1.5

1.6

Ｈ
１

全国
1 3

1.4

１
９
合
計
特
殊
出

全国
1 3

1.4

１
９
合
計
特
殊
出

1.34

42% 埼玉千葉

神奈川大阪

1.2

1.3出
生
率

1.34

66% 埼玉
千葉

神奈川

大阪

1.2

1.3出
生
率

東京

1.05

57%
1

1.1
東京

1.05

98%
1

1.1

-50% 0% 50% 100% 150% 200% 250%

人口増減率（1955～2005）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人口集中地区人口比率（2005）
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4-2 地方は、仕事・家庭・自然などの面で、生活がしやすい

80

通勤時間が短い子育て関連指標による比較

63.7

50

60

70

80

66 2

39.6

20

30

40

50

仕事関連時間が短い住居が広い

68.666.2

31.338.9

0

10

36.9
40.6

島根県

東京都

62.764

緑が豊か大家族が多い

資料（偏差値）
・通勤時間が短い

Ｈ15住宅土地統計調査（総務省統計局）
・仕事関連時間が短い

Ｈ19毎月勤労統計調査（厚生労働省）
・緑が豊か（人口一人あたり都市面積）緑が豊か（人口 人あたり都市面積）

統計でみる都道府県のすがた2009（総務省統計局）
・大家族の割合が高い（三世代同居率）
・住居が広い（人口一人当たり述べ住居面積）

Ｈ17国勢調査報告書（総務省統計局）
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4-3 地方には、元気で長生きする高齢者が多い

4

(人） 高齢者(65歳以上)千人当たりの100歳以上高齢者
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資料：人口は、「平成20年10月1日現在人口推計（総務省統計局）」。百歳以上高齢者数は、9月15日時点における年齢を基礎として計算。
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4-4 高齢者が元気で働いている地方では、老人の医療費も少なくて済む

1200
（千円） 高齢者就業率と１人当たり老人医療費

1100

上段 高齢者就業率

大阪

1000

一
人

上段 高齢者就業率
下段 一人当たり老人医療費

全国21.1％

870千円 東京

神奈川

愛知

島根24.4％

816千円

900

人
当
た
り
老
人
医 神奈川

700

800医
療
費

600

15% 20% 25% 30% 35%15% 20% 25% 30% 35%
高齢者就業率

資料:老人医療事業報告(厚生労働省 平成19年度）、Ｈ17国勢調査報告（総務省統計局）
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4-5 地方は、コミュニティが維持され、社会的な活動も活発

40

（％） ボランティア行動者率
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資料：平成18年社会生活基本調査（総務省）
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4-6 地方の方が、安全安心な暮らし

60%

犯罪発生率と犯罪検挙率

島根 800

52％

50%

上段 犯罪発生率（人口対10万人）
下段 犯罪検挙率

40%
犯
罪

犯
罪
の
検

全国1,424

32％
東京

30%

罪
検
挙
率

検
挙
率
が
高
い

愛知
大阪20%

い

10%

0 500 1000 1500 2000 2500

犯罪の発生率が低い

0 500 1000 1500 2000 2500

犯罪発生率（人口対10万人）
資料:警察白書(平成21年度)
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4-7 地方には、暖かい人間関係が残っている

80

県人という気持ちをもつ
島根県民気質の特性

76

72.9

61 8

68.7

50

60

70

80

この土地の人びとの人情が好き
神でも仏でも、何か心のよりどころ

になるものがほしい 61.8

60.6
50

20

30

40

50になるものがほしい

60.6
46 751 5

0

10

地元の行事や祭りには積極的に参加
67.2

46.751.5 地元の行事や祭りには積極的に参加

したいと思う
隣近所とのつき合いは多い

島根県

68.2
68.2

61.256.9

この土地のことばが好きこの土地のことばを残していきたい

全国

資料:現代の県民気質 全国県民意識調査（NHK放送文化研究所(1997)）1996年に同研究所が各都道府県900人（全国42,300人）を対象に調査。
注意：全国平均に対して有意差(99％信頼区間)があった項目を掲載



おわりに ―― もう少し地方を活用する政策を 資料29

都道府県展望 2009.8月号 No.611（全国知事会発行）から


